
◆知事申入れ(最終2か年行革プラン・新年度予算・大雪被害)！
　与党3会派（自民党・公明党県民会議・ひょうご県民連合議員団）
で井戸知事に対して、①1月27日に保育料軽減事業の拡充、②性暴
力・性犯罪被害者への支援の充実、2月7日には③大雪被害対策に関す
る申し入れを行いました。また、1月30日には、ひょうご県民連合議
員団による④要介護高齢者に対する安心な介護システムの構築に関す
る申し入れを行い、それぞれ新年度・補正予算等に反映かつ適切な対
応をいただきました。

①保育料軽減事業の拡充（多子世帯）
国の制度・・・年収 360 万円未満相当世帯に、第 2子半額、第 3子以降無償
県の制度・・・国制度による負担軽減対象者を除く年収 640 万円相当世帯に、
月額 5,000 円を超える保育料に対して、（第 2子）
　　　　・3歳児未満　月額 5,000 円を限度に補助（H.28 に +500 円）
　　　　・3歳児以上　月額 3,500 円を限度に補助（H.28 に +500 円）　
月額 5,000 円を超える保育料に対して、（第 3子以降）
　　　　・3歳児未満　月額 6,000 円を限度に補助（H.28 に +500 円）
　　　　・3歳児以上　月額 4,500 円を限度に補助（H.28 に +500 円）
　* 神河町では所得制限なしで第 2子半額、第 3子以降無償。 市川町では、住民税 235,000 円未満所帯
    で、第 2子半額、第 3子以降無償となっています。

　専用ホットラインの設置と、県内各地の医療機関で性暴力被害者が受診しやすい体制を構築すると
ともに、警察に相談できない被害者に対しても医療費の助成を行います。医療機関への診察を受ける
ときに、被害直後で困難がある場合が多いので付き添い支援を実施します。
あわせて、法律相談なども行います。

　●雪害施設復旧補助事業の創設（178,000 千円）
　　事業主体：町、対象者：雪害被災農業者（被災証明を取得）
　　対象経費：現状復旧のための、生産施設・機械の取得費用、修繕
　　費及び再建に伴う撤去費用
　　補助率：1/2（県 1/3、市町 1/6（義務随伴））
　　* 園芸施設等共済支払金額が補助対象経費の 1/2 を超える場合は、当該超過額を補助額から控除
　●農業施設貸与事業の拡充
　　事業主体：JA・市町等、対象者：雪害被災農業者（被災証明を取得）
　　対象経費：新たな低コスト対候性ハウスを導入するなど、被災前の水準を超える生産施設・機械
　　の取得費用及び再建に伴う費用
　　補助率：1/2（県 1/3、市町 1/6（義務随伴）
　　* 園芸施設等共済支払金額が補助対象経費の 1/2 を超える場合は、当該超過額を補助額から控除
　●農業関係制度融資の拡充（H29 年度予算で対応）

②ひょうご性被害ケアセンター「よりそい」の設置

③平成 29年大雪による雪害被災農業者に対する支援
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◆2月23日に代表質問を行いました。

◆最終2ヵ年行革プラン！

〇対象資金の概要及び拡充内容

●在宅介護緊急対策事業
　〇介護支援専門員への普及・資質向上
　〇利用者への普及・利用促進
　〇事業者への参入促進 ( 人件費助成の実施：34,750 千円、30 事業所 )　
●連携訪問看護ステーションの確保
　〇訪問看護充実支援補助 (15,642 千円、対象者数 158 人 )
　〇初任訪問看護師の実施訓練費補助 (11,000 千円、対象者数 100 人 )
　〇利用者情報を記録する ICT機器等の整備補助 (25,875 千円、補助件数 69 事業所 )
●地域サポート事業 (安心地区 )の推進
　〇地域サポート事業 ( 安心地区 ) の推進：5か所
　〇地域サポート事業 ( 安心地区 ) の普及

　阪神淡路大震災の復旧・復興に多額の予算を投じたために、県財政は全国ワースト 2 と言われ 10
年間で 1兆 3千億円の収支不足が予想されました。そこで県では、平成 20 年～ 30 年度までの 11 年間
において行財政構造改革を断行中でありますが、3 年ごとに見直しを行っております。今年度も行革
特別委員会を設置して、当局案に対して質疑、各会派から意見開陳をしてきました。また、パブリック
コメントや行革県民会議などで県民の意見も聞いてまいりました。その上で、「最終 2ヵ年行革プラ
ン」として実施計画がまとめられました。
　財政再建の多くは、社会基盤整備費・ハード事業費の削減（平成 19 年度には約 2,700 億円あったも
のが現在では、約 1,700 億円となっています。）、職員定数の 30％削減（△26.8％全国 1位、人口 10 万人
当たり 107.9 人全国 43 位）、人件費・給与費のカット（知事をはじめとする職員給与のカット平均 8％、

１．真の行財政構造改革について
　　(1) 人口減少社会における社会の担い手づくりについて
　　(2) 人口減少を見据えた基幹道路ネットワークの整備について
　　(3) 県政 150 周年記念事業について
２．地域創生の真髄について
３．県立大学の今後の目指す大学像と経営について
４．働き方改革について
　　(1) 時間外労働の現状と縮減の取組について
　　(2) 育児・介護と仕事の両立支援について
５．本県におけるキャリア教育について
６．災害時のスムーズな交通確保を見据えた県警の取組について　　　　　　

区　　分
融 資 機 関

融資限度額

個人：10,000 千円
現行：5,000 千円

法人：20,000 千円
現行：10,000 千円

個人：18,000 千円

法人・集落営農組織：200,000 千円

[ 現行：県 1/2、市町 1/2]

対 象 経 費

融資対象者
J A J A 等

運転資金及び農業施設の復旧資金
農産物の生産、流通または加工に必要な
施設等の復旧経費

（農業用施設・機械の取得・修繕、撤去費用）

農業者全般 認定農業者、集落営農組織

貸 付 利 率 当初 3年間は無利子化（利子補給）[現行：0.4%]

負 担 割 合 県 2/3、市町 1/3
[ 現行：市町 10/10]
県 2/3、市町 1/3

美しい村づくり資金 農業近代化資金

※今回拡充部分に線

④老々介護への支援

質問、答弁については
ホームページを見て下さい。
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●1兆2千億円の収支不足は、平成30年度で解消、目標達成！
　しかし、国の地方財政計画において平成 26 年度から平成 30 年度まで、一般財源総額は据え置かれ
たままとなっています。その一方で、社会保障関係経費は毎年 5 千億円ずつ増え続けています。30 年
度以降もこのような状態が続くようでは、新たな財源 ( 消費税 ) を求めるか、大胆な行財政構造改革を
行うかの必要が生じてきます。

●主な事務事業の見直し！
●老人医療費助成事業の廃止と高齢期移行助成事業の創設
　昭和 46 年度から実施してきた当事業は、平均寿命が創設当時から大きく延伸し 80 歳を超えている
　こと、就業者も増加していることを踏まえ、65 歳から 69 歳を老人として扱う当該事業は廃止する。
　　ただし、一定の所得以下を基本として、身体的理由等により日常生活に支障がある特別な配慮が
　必要な者に限定した高齢期移行助成事業を創設する。
　また、平成 26 年 6 月時点で 65 歳到達者に対しては経過措置を設ける。

●高齢期移行助成事業の創設

議員歳費のカット約 1 割）が大きな役割を果たしました。ようやくではありますが、若手職員は平成
29年度に、その他の職員は平成31年度に復元予定です。ちなみに、神戸市では3年間で復元しました。
　震災関連県債 ( 借金 ) の発行は、1.3 兆円にも上りました。平成 28 年度末残高は、4,400 億円となって
います。

事業主体

区　　分 区分Ⅰ 区分Ⅱ

定率 2割負担 同　　左

要　　件

負担限度額

一部負担金

事業主体
助成割合

経過措置

市　　町
1/2（ただし、経過措置の対象者は従来どおり）

外　来
8,000 円 / 月

入院等
15,000 円 / 月

市　　町
助成割合 市町の財政力指数に応じて 1/2 または 2/3

65 歳以上 69歳以下で一定の所得以下を基本として、身体的理由により日常
生活に支障がある特別な配慮が必要な者

既に現行制度の対象となっている者については、経過措置として、70 歳になる
まで現行の負担限度額による助成を継続する。

市町村民税非課税世帯で、世帯全員に
所得がない者（年金収入 80万円以
下かつ所得なし）

市町村民税非課税世帯で、本人の年金収入を加えた
所得が 80万円以下であり、かつ日常生活動作が自
立していないとされている者（要介護 2以上）

平成 26年 6月末時点での 65歳到達者
定率 1割負担 定率 2割負担負担割合

負　担
限度額

対 象 者

対 象 者

（後期高齢者医療の低所得基準Ⅰに準拠）

外　来
8,000 円 / 月

入院等
24,600 円 / 月

外　来
8,000 円 / 月

入院等
15,000 円 / 月

外　来
12,000 円 / 月

入院等
35,400 円 / 月

（後期高齢者医療の低所得基準Ⅱに準拠）
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※区分Ⅰの所得要件及び負担限度額は、後期高齢者医療の低所得基準Ⅰに準拠
※区分Ⅱの所得要件は、自立支援医療の低所得基準Ⅰに準拠、負担限度額は、国民健康保険制度（70歳未満）に準拠



●老人クラブ活動強化推進事業
　高齢者の生きがいづくりや地域支援、健康づくり、介護予防を推進する観点から、県が先導して実施
してきた単位老人クラブの諸活動に対する支援について、国庫補助事業における県と市町の負担割合
が 1対 1となっていることから、県と市町の負担のあり方を見直す。
　一般市町に対する負担割合を、現行の 2/3 から、1/2 に見直す。（政令・中核市の負担割合は、現行ど
おり（県 1/3、市 2/3）実施時期：平成 29 年度

①現行の授業料軽減補助制度の内容（H28見直し後）
階層別所得基準

区　　分

対象事業
子育て支援、高齢者
の見守り

＠3,500円/月 ＠3,500円/月

ー

＠500円/月

健康体操等の実施
・普及促進

学習活動、リーダー
研修等同左 同左

同左 同左

同左

同左

同左
市町老人クラブ
連合会加盟

一般市町

政令・中核市

県 2/3・市町 1/3 県 1/2・市町 1/2
国 1/3・県 1/3
市町 1/3

国 1/3・市 2/3県 1/3・市 2/3

県・神戸市老人
クラブ連合会傘下

補助単価

補助要件

負担割合

現　　行 見直し後
老人クラブ助成事業
（国庫補助事業）

生活保護世帯
年収 250万円未満程度

年収 250万円以上
350万円未満程度

年収 350万円以上
590万円未満程度

年収 590万円以上
910万円未満程度

年収 910万円以上程度

H27 H28 H28-H27
就学支援金（国）
授業料軽減補助（県単）

297,000
82,000
379,000

297,000
82,000
379,000計

就学支援金（国）
授業料軽減補助（県単）

237,600
40,000
277,600

237,600
82,000
319,600

+42,000
+42,000計

就学支援金（国）
授業料軽減補助（県単）

178,200
0

178,200

178,200
21,000
199,200

+21,000
+21,000計

就学支援金（国）
授業料軽減補助（県単）

118,800
0

118,800

118,800
0

118,800計
対象外
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（単位：円）

※ H28単価はH28入学者から適用

●私立高等学校等生徒授業料軽減補助！
　国の就学支援金制度の検証・見直しの方向性や、私立学校経常費補助とともに、バランスのとれた
私学助成のあり方を検討する。実施時期は、平成 30 年度。
　また、経常費補助については、これまでに実施している①授業料軽減補助との重複解消に伴う交付
税分の段階的縮減、②授業料軽減補助拡充に必要な財源を確保するための県税継足分の段階的縮減
は、交付税措置単価の増加額の範囲内で継続実施している。



県が設置認可権を有する
民間社会福祉施設

県が設置認可権を有する
保育所、児童養護施設、障害者支援施設等

県が設置認可権を
有する救護施設等

現行どおり

廃止

廃止

廃止

廃止

4万円 /人・年

6万円 /人・年

9万円 /人・年
（公定価格等人件費相当額×5%（国制度加算率）×1/2）

【平均勤続年数】11年以上等による加算率の引き上げ施設
10.8 万円 /人・年

（公定価格等人件費相当額×6%（国制度加算率）×1/2）

配置基準数の半数まで

5万円 /施設・年

定員61人以上：10万円

前年度比△30万円≦交
付額≦前年度比 50万円

●子ども・子育て支援の充実
　保育士や認定こども園の保育教諭など幼児教育・保育を担う人材の確保に向け、保育技能の向上に
向けた研修の実施、習得した技能に応じた処遇改善などにより、保育士等の定着促進と保育の質の向
上を進めるとともに、ひょうご保育料軽減事業の拡充など、子育てしやすい環境整備を図っていく。
実施時期　平成 29 年度

●旅券事務所
　民間オフィスビル（国際会館）に入居している神戸本所について、14 階から 3階に移転し賃借料の
節約を図る。また、今後、各事務所において土日開庁（平日 2日閉庁）し、旅券の申請受付と交付ができ
る体制に拡充する。平成 29 年度以降順次実施。

区　　分

区　　分

現　　行 見直し後

神戸本所
尼崎出張所
姫路出張所
但馬空港窓口

現　　行 見直し後

対象施設

配置基準数

入所施設加算

激変緩和

単価

上限

単
独
加
配
数

（参考）処遇改善加算のイメージ図（保育所）

加
配
数

配
置
基
準
数

単独加配部分

基本部分
5
%
加
算

財
源
な
し

単独加配部分

基本部分
5
%
加
算

単独加配部分

基本部分

国制度の人件費相当額×5%
基本部分の加算額を加配部分に
充当するため、全体改善率が減少

国制度と同等の支援とすることで、
全職員について確実な処遇改善を実施

国制度（県負担 1/4）
（国：県：市町=2:1:1）

県単独事業（県負担 1/2）
（国制度の国庫負担を除く 1/2 相当）

申請受付 旅券交付 申請受付 旅券交付

（月～金）
（月～金の
うち 3日）（月～金） （日） （土・日）

（月～金の
うち 3日）（土・日）

◯（直営）
◯（直営）
◯（直営）
◯（直営）

◯（直営） ◯（委託） ◯（委託）
◯（委託）
◯（委託）
◯（委託）

◯（委託）
◯（委託）
◯（委託）
◯（委託）

ー
ー
ー

◯（直営）
◯（直営）
◯（直営）
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〈理論上〉 〈実態〉 〈見直し後〉

※「○」…実施、「－」実施せず、（　）内は実施手法

加配部分に充当

●民間社会福祉施設運営支援事業
　保育所、児童養護施設、障害者支援施設等について、社会保障の充実分等を活用し、職員給与等の改
善が図られたことから、県単独で実施している処遇改善を見直す。社会保障の充実等により、保育所等
では公定価格等で算定される職員給与の改善が図られるとともに、公定価格等の算定対象となる加配
人員も拡充されている。この度国が職員給与のさらなる改善を行うが、公定価格等の算定外となって
いる加配人員を対象に、国と同等の支援とすることで、施設全職員の確実な処遇改善を促進する制度
に見直す。



区　　分

区　分 事業名 現　　行
見直し後

〔県 : 市町実負担=1:1〕

山腹崩壊対策事業
（治山事業）

急傾斜地崩壊対策事業
（砂防事業）

事業対象 普通林
崖地崩壊復旧
法面工、擁壁工

（崩壊崖地の固定）

直下の人家等 直下の人家等
県 10/10

保安林
森林の山腹崩壊復旧
土留工、柵工、植栽工
（森林造成）

急傾斜地崩壊危険区域
急傾斜地の崩壊防止

法面工、擁壁工

下流域全体
県 9/10、地元 1/10

目　　的

工事内容

受益範囲
負担割合

●山腹崩壊対策事業（県単独治山事業）
　普通林を対象とした山腹崩壊対策事業は、新たに急傾斜地崩壊対策事業並みに工事費の 1/10 の地
元負担金を設定する。平成 29 年度から実施。

●鳥獣被害対策事業
　新たに市町負担を求めて、県：市町実負担（特別交付税措置除く）=1：1とする。

（参考）山腹崩壊対策事業と急傾斜地崩壊対策事業の比較（現行制度）

シカ

ヌートリア

アライグマ

サル

狩猟
期間
外

狩猟
期間

〔頭数制（銃）〕

（銃）

市町実負担なし

国
50%

市町（特交）
40%

県
10%

〔頭数制（銃）〕

国
50%

市町（特交）
40%

県
5%

市町
5%

（銃）

国
80%

市町（特交）
16%

県
2%

市町
2%

国
33%

市町（特交）
54%

県
6.5%

市町
6.5%

市町（特交）
80%

県
10%

市町
10%

市町（特交）
50%

県
25%

市町
25%

市町（特交）
80%

県
10%

市町
10%

市町実負担なし

県：市町実負担=2：1

県：市町実負担=2：1

市町実負担なし

国
33%

市町（特交）
54%

県
13%

市町（特交）
80%

県
13%

市町
7%

市町（特交）
50%

県
33%

市町
17%

国
80%

市町（特交）
16%

県
4%

〔請負施工（農家負担なし）〕

※農家負担 15%（市町任意）として、県負担 3.5%

県：市町実負担＝１：２

国
50%

市町（特交）
40%

県
3.5%

市町
6.5%

〔請負施工（農家負担なし）〕

（農家負担なし）

国
50%

市町（特交）
40%

県
5%

市町
5%

（農家負担なし）

県：市町実負担＝2：1

市町（特交）
80%

県
13%

市町
7%

シカ有害捕獲促進支援事業

シカ有害捕獲専任班支援事業

狩猟期シカ捕獲拡大事業

特定外来生物対策事業

サル出没対策事業

鳥獣被害防止総合対策事業
（ハード事業（防護柵））

野生動物防護柵集落連携設置事業
（県単独事業）
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負担割合
（1）鳥獣被害防止対策
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●バス対策費補助
　バス事業は、市町が主体となって行う事業であることから、特別交付税を除く市町実負担額に対し、
県負担を行う。現市町域で複数市町に跨る系統は、負担割合を県：市町実負担=2：1とし、合併後市
町域で旧市町に跨る系統は、県：市町実負担=1：2とする。
　　　実施時期：平成 30 年度 ( 平成 29 年度 10 月～平成 30 年 9 月の事業期間 )。地域で支える移動
手段支援の拡充については、平成 29 年度から実施。

（2）シカ肉処理加工等支援対策

シカ肉処理加工施設
整備等支援事業

事業名 現　　行 見直し後
〔県：市町実負担＝１：１〕

[シカ肉処理加工施設等の整備 ] [ シカ肉処理加工施設、減容化処理施設の整備 ]
※合併特例債充当の場合

県・市町実負担=1:9

50%

国

50%

国

33.2%

市町（起債）47.5%
市町（特交）

8.4%

県
市町 2.5%

8.4%

市町
5%

県

45%

市町

※一般補助施設整備等事業債充当の場合

50%

国 市町（起債）37.5%

25%

県
市町 12.5%

25%

市町

※県負担については、市町振興支援交付金として市町一般会計へ交付
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　2月 6～7日 議員団管外調査 (奈良・三重県 )

　1月　4日 兵庫県新年交礼会：神戸市

　1月　6日 兵庫県警年頭視閲式：神戸市、連合兵庫新春旗開き：福崎町

　1月　8日 福崎町消防団出初式、神河町成人式、市川町出初式、市川町成人式

1月 10日 新年度予算関係政務調査会、幹事会・議員団総会：神戸市、福崎町新年交礼会：福崎町

1月 11日 新年度予算関係政務調査会、議会運営委員会：神戸市、連合姫路新春旗開き：姫路市

1月 12日 新年度予算関係政務調査会、行革特別委員会理事会、自治労県本部新春旗開き、兵庫県医師会新年祝賀会：神戸市

1月 13日 神河町老人クラブ連合会新年役員会＆懇親会：神河町

1月 14日 ひょうご安全の日中播磨のつどい：福崎町

1月 17日 ひょうご安全の日 1.17 のつどい：神戸市

1月 18日 警察常任委員会、代表者会議、議運、幹事団会議、団総会：神戸市

1月 21日 人権啓発映画界：市川町

1月 22日 新年交礼会 (岩見武三君を励ます会 )

1 月 23日 幹事団当番、行革特別委員会：神戸市、市川流域地域創生の会：市川町

1月 26日 福崎警察署術科始め式：福崎町

1月 27日 姫路農業改良普及センターとの意見交換会：夢前町、知事申入れ：神戸市

1月 28日 山口つよし衆議院議員新年交礼会：姫路市

2月　1日 行革特別委員会：神戸市

2月　5日 「めざせ、日本遺産！」銀の馬車道・鉱石の道フォーラム：生野町

2月 2～3日 警察常任委員会管内調査（東播磨・淡路）

1月 30日 行革特別委員会・理事会、議員団総会、太陽光発電設置条例当局レク、議員団政務研究会、知事申入れ：神戸市

1月 19～20日 警察常任委員会管内調査（阪神）
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2 月　7日 知事申入れ：神戸市

2月　8日 民進神戸市会他自治体議員との政務研究会：神戸市

2月　9日 釜坂トンネル協議 (瀬加地区区長会 )、郡町村会・郡区長会との要望意見交換会：市川町

2月 10日 議運、代表者会議、幹事会、団総会、予算委員との打合せ：神戸市

2月 11日 神河町人権啓発講演会：神河町

2月 14日 警察常任委員会、行財政構造改革県民会議：神戸市

2月 15日 播磨広域連携協議会講演会：姫路市

2月 16日 ライオンズクラブ第 2例会：市川町
2月 17日 議運、幹事会、団総会、議場コンサート、本会議第 1日：神戸市

2月 18日 未来会議 (地域創生 )：神河町

2月 19日 市川マラソン：市川町、もち麦の可能性を考えるフォーラム：福崎町
2月 20日 屋形保育園協議：市川町

2月 21日 平成 29年度地域安全まちづくりセミナー：神戸市

2月 23日 本議会 3日（代表質問）：神戸市、播但線沿線活性化協議会平成 28年度纏めの会：生野町

2月 24日 本会議 4日 ( 一般質問 )：神戸市

2月 25日 兵庫県有機農業研究会総会：神戸市、神河町シニアカレッジ芸能発表会＆閉講式：神河町

2月 26日 神崎郡ソフトボール協会役員会：市川町

2月 27日 議運、本会議 5日 ( 一般質問 )：神戸市、市川流域地域創生の会：市川町

2月 28日 本会議 6日 ( 一般質問 )、団総会：神戸市、生野高校・福崎高校卒業式

　3月　1日 本会議 7日（一般質問）、予算特別委員会、議運、幹事団会議、団総会：神戸市

　3月　2日 代表者会議、警察常任委員会：神戸市

　3月　3日 議運、幹事団会議、団総会、本会議 8日（補正表決）

　3月　4日 連合兵庫春季生活闘争勝利総決起集会、地方財政セミナー：神戸市

　3月　6日 予算特別委員会 (財政 )、兵庫県商工会議所連合会との県・県議会意見交換会：神戸市

　3月　5日 中播磨地域夢会議：姫路市

　3月　7日 予算特別委員会（企画県民部・部局外）

　3月　8日 予算特別委員会（健康福祉部・病院局）

　3月　9日 予算特別委員会（産業労働部・労安委員会）

　3月 10日 予算特別委員会（農政環境部）、予算委員会と幹事団会議：神戸市、福崎東中学校卒業式：福崎町

　3月 14日 予算特別委員会（教育委員会）

　3月 16日 予算特別委員会（総括質疑）、団総会：神戸市

　3月 17日 知事との懇談：神戸市、未来 (地域創生 )：神河町

　3月 18日 福崎サルビアライオンズクラブCN25周年記念大会：姫路市

　3月 19日 いやしと食の縁日：市川町、カーミンの春まつり：神河町

　3月 20日 市川町タウンミーティング：市川町

　3月 21日 平野病院打合せ：神戸市

　3月 22日 警察常任委員会、議運、幹事団会議、団総会、本会議 9日（当初表決）：神戸市

　3月 23日 警察常任委員会：神戸市

　3月 24日 議運、幹事団会議、団総会、本会議最終日（表決）、：神戸市、市川まちづくり会議：市川町

　3月 28日 幹事団当番：神戸市　寺尾若を囲む集：神河町　

　3月 13日 予算特別委員会（県土整備部・企業庁）、幹事団当番、代表者会議、幹事会、こども支援課と屋形保育所との打合せ：神戸市

2月 22日 議運、幹事会、団総会、本会議 2日 ( 追加議案 )、代表者会議、関西広域連携協議会、人事課長との懇談：神戸市、市川高校卒業式：市川町


